別記
第１号様式（第５条関係）

○○○年○月○日

　岐阜県知事　様

                                        申請者の所在地
                                        申請者の名称

代表者の職氏名                    　　印

○○年度ECサイト新規構築等事業費補助金交付申請書

　このことについて、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記

１　　補助対象事業に要する経費、補助対象額及び補助金の申請額
　（１）補助対象事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　円

　（２）補助対象経費　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
　（３）補助金の申請額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

２  事業実施期間
              　　　年　　月　　日  ～　      　年　　月　　日
３　添付書類
(1)　別紙１「事業計画書」

(2)　本社所在地が確認できる書類（定款、履歴事項全部証明書、ホームページ等の写し、運転免許証、住民票等）
（3） 決算書(直近２期分)
(4)　納税証明書
(5)　積算金額の根拠資料（見積書（既に完了した事業にあっては、納品書））
(6)　事業に着手した時期の根拠資料（契約書等）
(7)　別紙２「申請時チェックリスト」
別紙１
事業計画書

１　申請者の概要

	申請者の名称
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	ＨＰアドレス
	

	資本金（法人のみ）
	

	常時使用する従業員数（※）
	

	業種及び主たる事業

(ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等がある場合は添付)
	

	担当者氏名
	

	担当者e-mailｱﾄﾞﾚｽ
	


   　 ※「常時使用する従業員」とは、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条第１項に規定する解雇の予告を必要とする労働者をいい、日雇労働者、会社役員、個人事業主等は該当しない。
２  　事業の実施期間
※交付決定前に事業に着手している場合は開始予定日を開始日と、事業が完了している場合は完了予定日を完了日とすること。

　　開始予定日：　　年　　月　　日

完了予定日：　　年　　月　　日

３　　事業計画

　（１）事業の概要
	①補助対象事業
	□新規構築
□改修（既存ページのＵＲＬ：）

	②新規構築又は改修をするＥＣサイトの内容
	

	③ＥＣサイト制作の委託先
	

	④完成（予定）時期
	

	⑤完成後の取扱商品及び県産品の数
	　　　商品（うち県産品　　　　商品）
※別添（取扱商品一覧）を添付


（２）補助対象事業の背景と事業実施の目的
（３）補助対象事業実施後の将来ビジョン

（４）期待される効果及び指標とする目標の設定
　ア　期待される効果　※補助対象事業の実施により得られる効果を記入すること。
　イ　指標となる目標値
	項目
	現在値
	目標値

	ＥＣサイトの県産品の取扱数
	
	

	ＥＣサイトの県産品の割合
	
	


　※新規構築の場合は、現在値に０を記入すること。
　ウ　事業効果を高めるための取組　※事業実施に当たっての工夫等を記入すること。
（５）実店舗の概要
	店舗の名称
	店舗の所在地
	主な取扱商品

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　※行は必要に応じ、追加・削除すること。
（６）他の補助金等の交付実績（他から類似の支援を受け、又は受けた場合に記入すること。）

　　・補助金等の名称

    ・交付（予定）者

　　・補助金（申請）額

　　・交付（予定）年月日
４　経費及び資金計画
 （１） 収入の部（資金調達内訳）

	経費区分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　　考

	補 助 金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	㋐（※１）
	
	


           　　　　　　　　　　　　　　             　     　　　　（単位：円）　

（２）支出の部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象事業に要する経費（※２）（※５）
	補助対象経費（※３）（※５）
	左の負担区分
	備考

	
	
	県補助金申請額（※４）（※５）
	自己負担額
	

	㋐（※１）
	㋑（※１）
	㋒
	㋓(㋐-㋒)
	


（３）経費の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の内容
	補助対象事業に要する経費（※２）
	補助対象外経費
	補助対象経費

（※３）
	積算根拠

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	㋐（※１）
	
	㋑（※１）
	


　※行は必要に応じ、追加・削除すること。

別添（取扱商品一覧）
取扱商品一覧

	申請者名
	

	
	

	取扱商品数①
	

	うち県産品の数②
	

	取扱商品に占める県産品の割合（②/①）（※１）
	　　　　　％


	
	商品名
	県産品（※２）
に〇を付すこと。
	売価（税抜）
	画像

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	


※行は必要に応じ、追加・削除すること。

別紙２　申請時チェックリスト
１　申請書類について（※提出前に各書類の有無を確認し、○又は×を記入すること。）
	
	申請書（添付書類）名称
	申請者
	県担当者

	１
	補助金交付申請書（別記第１号様式）
	
	

	２
	事業計画書（別紙１）
	
	

	３
	取扱（予定）商品一覧表（別添）
	
	

	４
	申請者の定款（個人事業主は、不要）
	
	

	５
	申請者の履歴事項全部証明書（本社の所在地が本店と異なる場合は、本社の所在地が分かるホームページ等の写し）（個人事業主は、不要）
	
	

	６
	申請者の免許証、運転履歴証明書又は住民票（個人事業主のみ）
	
	

	７
	申請者の決算書（直近２期分）
	
	

	８
	納税証明書　①県税事務所（②③で徴収する県税以外のもの）（※）
	
	

	９
	納税証明書　②市町村役場（個人県民税を含むものに限る。）（個人事業主のみ）（※）
	
	

	10
	納税証明書　③税務署（地方消費税を含むものに限る。）（※）
	
	

	11
	積算金額の根拠書類（見積書、価格表等（既に事業が完了している場合は、納品書））
	
	

	12
	事業に着手した時期の根拠資料（契約書等）（申請をする日において既に事業に着手している場合のみ）
	
	

	13
	申請時チェックリスト（別紙２）
	
	


※　各発行機関における「未納に係る税がないことを証する書類」とする。申請時に取得可能な最新のものを添付すること。

２　申請書の形式要件について（※提出前に内容を確認し、○を記入すること。）
	
	確認内容
	申請者
	県担当者

	１
	申請書類に記入漏れ、誤字脱字等の不備はないか。
	
	

	２
	補助対象事業に係る事業計画の記入内容は分かりやすい内容となっているか。
	
	

	３
	補助対象経費として認められないものが含まれていないか（交付要綱を確認したか）。
	
	

	４
	積算根拠は正しいか。
	
	

	５
	補助対象経費は、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入したか。
	
	

	６
	提出前に検算を行ったか。また、各書類に転記する金額に誤りはないか。
	
	


※１　(1)収入の部の「㋐」と(2)支出の部の「㋐」、(3)経費の明細の「㋐」が一致すること。(2)支出の部の「㋑」と(3)経費の明細の「㋑」が一致すること。


※２　「補助対象事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記入すること。


※３　「補助対象経費」欄には、「補助対象事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。


※４　「県補助金申請額」欄には、補助対象経費に別表に掲げる補助率を乗じて得た金額の範囲内の金額を記入すること（補助限度額の範囲内に限る。）。また、別記第１号様式１の（３）補助金交付申請額に同じ金額を転記すること。


※５　経費については、千円未満を切り捨てず、円単位まで記入すること。ただし、県補助金申請額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。





※１　取扱商品に占める県産品の割合は、小数点以下１位まで記入し、２位以下は切り捨てて記入すること。


※２　県産品とは、次のいずれかを満たすものをいう。


(1)県内で企画し、製造し、又は加工されている商品


(2)主な原材料が岐阜県産であり、県内の製造事業者等が販売する商品








